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１．はじめに 

 本報告では、社会科学である農業経済学の立場から、未来社会の経済システムを考慮し、

農業・農村の課題解決について検討する。農業・農村の課題は、どのような視座に立つかに

よってその諸相は異なる。農村における少子高齢化社会の急速な進展による農業の担い手

不足と限界集落化、法人の農業参入と低収益、農産物輸出拡大、地方のインフラ老朽化、

鳥獣害の深刻化、農業・農村の多面的機能保全、FTA（自由貿易協定）・EPA（経済連携協

定）や TPP（環太平洋パートナーシップ）による貿易自由化の進展、食料自給率の低迷、東

日本大震災と原発事故による農業への影響等、農業・農村には多様な課題がある。 

本研究では、農業と農村の経済的側面に主に焦点をしぼり、 SDGs （Sustainable 

Development Goals; 持続可能な開発目標）を超えるブレイクスルーという観点を意識し、諸

課題について事例を踏まえて検討する。SDGsは 17の目標から構成され、それを超えるブレ

イクスルーを検討するには、多くの検討課題がある。当然ながら全てを扱うことはできないた

め、日本の農業・農村、そして食料供給に関する課題について、日本経済の停滞、そして

SDGs と ESG（Environment, Social, Governance）が導く将来社会について取り上げる。それら

に関連する研究事例として、東京オリンピック・パラリンピック（以後、東京 2020）における調達

コードと環境認証、中国における消費者意識と農産物輸出の課題、Society 5.0に関連する次

世代車の技術革新とエネルギー問題について論じる。 

 

２．食料・農業と日本経済 

バブル経済とその崩壊以降の約 30 年間にわたる経済停滞とデフレは、日本経済全体に

大きな影響を与え、農業・農村の諸課題にも広範に影響を与えている。世界各国、とくに中

国や韓国、ASEAN 等の近隣諸国が着実な経済発展を遂げ、物価水準は急速に高まってき

ている。ところが、日本の消費者物価指数（食料）は、バブル崩壊後の 1993年から 2017年の

間に、10.3ポイント増加したに過ぎない。 

各国の物価水準を比較する際には、購買力平価という指標がしばしば用いられる。OECD

によると、日本の購買力平価は 1993年の対米ドル 182円から 2018年の 101円へと 45％低

下した。韓国が 645ウォンから 860ウォンへと 33％増加、中国が 2.07元から 3.56元へと 72％

増加したのとは対照的である。約 30 年前、日本は世界一物価水準が高い国と言われていた

が、昨今のインバウンド増加の背景には、ビザ取得要件の緩和に加えて、諸外国と比較して

低下した物価水準の影響があると指摘されている。また、諸外国と比較した物価水準の相対

的低下は、輸入時のいわゆる「買い負け」の原因となり、将来にわたる安定的な食料輸入先

確保にとっての不安要素となる。逆に、食料品輸出という観点からは、日本の食料品が相対

的に安価になり、輸出促進しやすい環境となってきている。1980～90年代の GATT ウルグア

イ・ラウンド等を背景として、輸入自由化反対運動が社会的及び政治的課題となっていた時



 

代とのギャップを感じる。 

 長期間にわたり、食料自給率低迷にともなう脆弱な食料安全保障（food security）が、日本

の課題であると言われてきた。しかしながら、国際機関や諸外国の識者からは、日本の食料

安全保障と、国際社会が認識する食料安全保障には乖離があると指摘されてきた。 

日本の場合、工業製品の輸出による貿易黒字を背景として、外国から安価な農林水産物

を大量に輸入できたことが、食料自給率低下の要因の一つであった。供給熱量ベースの総

合食料自給率は 1989 年に 50％を切り、2010 年には 40％を切り、2017 年には 38％となっ

た。生産額ベースで見ても、1989 年には 77％、2017 年には 66％と減少してきている。農地

面積は、ピークの 1960 年の 607.1 万 ha から 1990年には 524.3 万 ha に減少し、2017 年に

は 444.4万 haへと減少した。耕地利用率も 133.9％（1960年）から 102.0％（1990年）、そして

91.7％（2017年）へと減少した。農業総産出額は、1984年の 11兆 7171億円をピークに 2010

年には 8兆 1214億円に減少し、2017年は 9兆 2742億円へとやや持ち直した。今後も量的

な面では長期低落・停滞傾向は回避できないと想定されるが、国内農業の一経営体当たり

生産額や所得、生活の質を向上させることが、持続可能な農業・農村実現の鍵となるだろう。 

一方で、国民が豊かな食生活を送るための食料が十分に確保できるかは、今後の日本全

体の経済力にかかっている。食料安全保障については、十分な外貨準備高等の経済力があ

る限り緊急性は高くなく、豊かな経済力を背景とした低い食料自給率は、国家として農産物

輸入力が高いことを示す。逆に、食料自給率が高まる場合、国内農産物が輸入農産物と比

較して相対的に安価になる状況が想定され、日本経済全体としては不安定な状態であるか

もしれない。現在、近隣諸国において、高所得者層や中産階級の厚みが増し、物価水準が

高まった結果として、日本の農産物輸出が増加していることの背景には、国際貿易における

パワーバランスと日本の立ち位置が変化してきていることを理解する必要があるだろう。 

 

３．SDGsと ESG投資の役割 

 本報告の課題は、SDGs を超える農学のブレイクスルーである。SDGs は 2015 年 9 月に国

連サミットで採択された、2016から 2030年までの期間を対象とした 17の目標と 169のターゲ

ット、244 のグローバル指標から構成される。多くの民間企業が、自らの企業活動を SDGs の

観点から整理し、自己評価等を外部に公表・開示している。SDGs を検討するには、農業に

直接関わる目標のみならず、それ以外の目標も包括的に検討することが、2030 年以降のポ

スト SDGsの農業・農村の諸課題を考察する際に重要であることを指摘したい。 

SDGsの急速な普及は、「SDGウォッシング」という言葉を生み出している。つまり、SDGsの

一部の目標やターゲットへの貢献を強調し、他の負の側面から目をそらさせることがウォッシ

ング（取り繕い）として非難の対象となる。自社にとって有利なものだけではなく、複数の目標

やターゲット間のトレードオフ関係にも配慮する必要がある。SDGs について記載、報告して

おけば、社会的責任を果たしているかのようにみなされる風潮が危惧されているのである。 

そうした中、国際的に急速に浸透し、SDGs の実効性を高める役割を果たしているのが

ESGという概念である。ESGの観点から企業を格付けし、投資対象として適切かどうかを評価

する流れが、世界的に急速に広がってきている。機関投資家の投資先としての適格性を

ESG 投資という観点から判断するケースが増加し、2019 年現在では、全世界で 3,300 兆円

の ESG投資マネーが動いているとされる。 



 

たとえば、日本の厚生年金保険事業と国民年金事業の資産運用を受け持つ世界最大の

運用団体である年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が、ESG 投資と SDGs との連携

に深くコミットしている。機関投資家が資金運用の投資信託先の選定において ESGを十分に

考慮するよう求めることは、国内外の企業活動に影響を与える。国連が機関投資家に対して、

ESG を投資プロセスに組み入れる責任投資原則（PRI）を 2006 年に提唱したことが、ESG 投

資を急速に進展させてきた。GPIF は 2015 年に PRI に署名して以降、ESG 投資を重視し、

SDGsにコミットする企業の後押しをしている。 

最近では、気候変動等の環境問題に関する企業の情報公開と金融を結びつける動きが

盛んである。2016 年に金融安定理事会が設立した気候関連財務情報開示タスクフォース

（TCFD）は、気候関連のリスクと機会について情報開示を行う企業の支援、及び低炭素社会

へのスムーズな移行によって金融市場の安定化を図ることを目的とする。2019年 7月時点で

世界 819機関が TCFDに支援・賛同し、その中には日本の企業等 187機関が含まれる。 

国際社会における SDGs そして ESG 投資に関する基準と潮流を意識した上で、農業・農

村や食料の問題を考える必要がある。とりわけ、国内の主要な食品産業は、世界中の多くの

農業関連サプライヤーを抱えており、サプライチェーン全体を通じた ESGの達成水準に留意

する必要がある。ESG 投資のように、企業に情報公開を求める潮流は、SDGs 以降の国際的

目標を単なる努力目標としてでなく、義務化された目標として実効性を高めるものである。 

 

３．東京オリンピック・パラリンピックと持続可能な調達 

本章では、SDGsの目標 12「つくる責任つかう責任」の観点から、日本の消費者と企業にお

ける持続可能な調達について取り上げる。東京 2020 は国際的なイベントであり、競技のみな

らず、その運営方針に対しても世界中の厳しい目が注がれている。日本では環境認証等が

浸透していないことが、企業や NPO 等からしばしば指摘される。そのため、東京 2020 を通じ

て、国際基準に沿った持続可能な調達が実践され、農林水産業に関わる環境認証や GAP

（農業生産工程管理）の普及・啓発が実現することが期待されている（吉田，2019）。 

オリンピック・パラリンピック大会における調達コードは、2012 年のロンドン大会以降導入さ

れた。東京 2020 は、2016 年 1 月に「持続可能性に配慮した調達コード基本原則」を策定し

た。経済合理性に加えて、持続可能性に配慮した調達を通じて社会的責任を果たすこと、

SDGs における「持続可能な消費及び生産パターンを確保する」という目標との整合性を示し、

社会全般の消費・生産パターンの変革というレガシーにつなげることが明示されている。 

 

表 1 東京 2020における調達食材・資材別の環境認証等一覧 

食材・資材 環境認証等 

木材 FSC，PEFC森林認証，SGEC 

農産物 ASIAGAP，GLOBALG.A.P. 

畜産物 JGAP，GLOBALG.A.P. 

水産物 MSC，MEL，AEL，ASC 

紙 FSC，PEFC森林認証（SGECを含む） 

パーム油 ISPO，MSPO，RSPO 

注）吉田（2019）より再掲． 

 



 

 東京 2020 の調達における持続可能性の原則として、サプライヤーやライセンシーに対して、

透明性やデュー・デリジェンスの概念を含む、4 つの原則に基づき調達を行うこととしている。

東京 2020の調達コードには、表 1に示したとおり、持続可能性に配慮した木材、農産物、畜

産物、水産物、紙、パーム油に関する調達基準が示されている。例示された環境認証を取得

した食材・資材を調達すれば、調達基準を達成したと認められる。農産物と畜産物に関して

はGAPが該当する。そして、環境面で優れたものとして有機 JAS、世界農業遺産と日本農業

遺産に由来する農産物の使用が推奨されている。 

 日本での環境認証導入が十分に進んでいないことを示す事例として、MSC（海洋管理協議

会）認証があげられる。イオンのように積極的に導入する企業も増えつつあるとはいえ、MSC

エコラベル付き製品は世界で 33,000以上あるが日本では 638である。吉田（2019）のベスト・

ワースト・スケーリング（BWS）評価法を適用した消費者実験結果では、野菜・米の国産表示

と比較すると、有機 JAS が 24%、レインフォレスト・アライアンス認証が 49％、MSC が 23％、

FSC（森林管理協議会）が 8%の評価額であった。日本の消費者が、環境認証取得を示すエ

コラベルを適切に意識し、積極的に商品を購入する機会はいまだに多くはない。 

 東京 2020 を契機として、日本国内における環境認証普及というレガシーが残ることは重要

な目標である。その目標を達成するには、東京 2020 の調達コードが形骸化せずに実施され

るとともに、2020年以降の公共・民間調達に取り込まれることが重要である。  

 

４．農産物輸出国としての日本 

SDGs の観点からはやや離れるが、日本農業の今後の課題として、農産物輸出の課題を

取り上げる。農産物輸出額は 2012年には 4,497億円であったが、2018年には 9,068億円へ

と増加し、目標となる 1 兆円の達成が間近である。その主要なターゲットの一つとして中国が

あげられる。WTO 加盟以降の中国では、人口増加と経済成長を背景に、輸入食料品が増

加かつ多様化してきている。都市部住民 1 人当可処分所得は、1997 年の 5,160 元から

2016 年の33,616 元へと上昇傾向にある。所得増にともない、1 人当たり食料品支出も1997 

年の 1,943 元から 2016 年には 6,762 元へと増加した。 

2017 年の日本の農林水産物・食料品の輸出額は 8,071億円であり、うち中国への輸出額

は1,007 億円であり、日本の輸出相手国・地域の中で香港、アメリカに次ぐ第3 位であった。

日本産農産物・食料品輸出は今後も拡大すると予想されるが、福島第一原子力発電所事故

から 8 年が経過した 2019 年時点でも、福島県を含む 10 都県で生産された食料品につい

て、中国は輸入規制を行っている。中国だけではなく、香港や台湾、マカオ、韓国、シンガポ

ール、米国等の国・地域も輸入規制を実施している。一方で、規制緩和している国々も増加

しており、食品安全性に対する正確な情報提供の継続と国際交渉が今後の課題である。 

安・吉田・山本（2019）の研究成果では、中国国内における日本産食料品への評価は、他

の先進国と比較すると低く、中国国内産と同等レベルであることが明らかとなった。しかしなが

ら、訪日経験者や高所得者層は、日本産食料品への評価が高かった。中国人に限らず、外

国人旅行者に日本食と食材の魅力や安全性を発信することは、日本産食材に対する信頼感

を醸成し、将来の農産物輸出市場の開拓に向けて有効となる可能性が示唆される結果であ

る。農林水産省によると、2018年の訪日外国人旅行者の食関連消費（飲食費、菓子類、その

他食料品等）は 1 兆 2858 億円であった。少子高齢化により国内市場が縮小し、内需拡大に



 

期待できない中、国際市場への輸出拡大には、各国の嗜好や潮流変化を十分に踏まえ、消

費者ニーズに沿った販売戦略を構築し、適宜更新していくことが重要である。 

 

５．Society 5.0と農村社会 

 2016 年 1 月 22 日に第 5 期科学技術基本計画が策定されて以来、Society 5.0 という概念

が急速に普及している。Society 5.0 はサイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）

を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立することを目指す

未来社会像を示す。狩猟社会を Society 1.0 とし、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 

3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を Society 5.0 と定義したものである。 

内閣府は、Society 5.0 で実現する社会は、IoT（モノのインターネット）で全ての人とモノが

つながり、様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、これ

らの課題や困難を克服する社会としている。人工知能（AI）やビッグデータの活用により、必

要な情報が必要な時に提供されるようになり、ロボットや自動走行車等の技術で、少子高齢

化、地方の過疎化、貧富の格差等の課題が克服されるとしている。この中には、スマート農業

に代表される農業技術の革新も含まれるが、農村生活の利便性を高めるための様々な要素

が含まれている。 

Society 5.0では、経済発展と社会的課題の解決を両立する社会を目指すとしている。経済

発展としては、「エネルギーの需要増加」「食料の需要増加」「寿命延伸、高齢化」「国際的な

競争の激化」「富の集中や地域間の不平等」が例示されている。社会的課題の解決としては、

「温室効果ガス排出削減」「食料の増産やロスの削減」「社会コストの抑制」「持続可能な産業

化」「富の再配分や地域間の格差是正」が例示されている。SDGs との関連性でいえば、目標

7（エネルギーをみんなにそしてクリーンに）、目標 9（産業と技術革新の基盤をつくろう）、目

標 11（住み続けられるまちづくりを）、目標 13（気候変動に具体的な対策を）が深く関係する。 

経済学の視点から Society 5.0 の一面を切り取ると、革新的技術の低コスト化による様々な

分野への普及という観点が重要となる。最先端テクノロジーが低廉化し、技術更新サイクルが

短くなる社会は、通信機器やコンテンツ配信等に象徴されるように、現在進行形で多くの消

費者が実感している。それらは一層加速化し、異分野間の相乗効果により、生活の利便性が

高まる社会となる。そうした未来社会の技術革新の社会還元について、都市と農村の区別は

ない。しかしながら、少子高齢化や社会インフラと自然資本の劣化が急速に進む農村社会に

おいて、その果実を積極的に受け取るための規制緩和や各種支援が重要な鍵となる。 

一例として、世界各国の自動車産業における CASE（Connected、Autonomous、Shared、

Electric）及び MaaS（Mobility as a Service）対応へ向けての、IT 系プラットフォーム企業等と

の熾烈な開発競争があげられる。電気自動車は走行中に大気汚染物質を排出せず、再生

可能エネルギー由来の電力を使用すると、大幅な CO2 排出削減が達成できる。現状では車

両価格は高いが、充電池の性能向上とコストダウンも進み、多くの電気自動車が市場に投入

されつつある。電気自動車の充電機能を太陽光発電と組み合わせることにより、家庭用蓄電

池として利用できる。エネルギーキャリアとしての利用が期待される燃料電池とともに、再生可

能エネルギーと組み合わせて、低炭素型かつ地域分散型のエネルギー需給体制を構築す

ることが可能である。 

世界各国を見ると、従来型の再生可能エネルギーである水力発電に主に依存している北



 

欧諸国等において電気自動車が急速に普及している。ノルウェーでは 2018 年の新車販売

台数に占める電気自動車とプラグインハイブリッド車の割合は 49％を占めた。政府補助金の

影響もあるが、寒冷地であり自宅ガレージに電源整備済みであったことも導入を後押しして

いる。卒 FIT（固定価格買取制度）の余剰太陽光発電設備を抱える日本の地方や農村部に

おいても、戸建て住宅への普通充電施設設置は容易であり、同様の萌芽が見えつつある。 

 2019 年 3 月には、自動運転車の公道走行を可能にするための道路交通法改正を日本政

府が閣議決定した。多様なモビリティの導入に向けて、各企業と自治体等によるラストワンマ

イル実証実験が各地で行われている。世界に目を向けると、Google 系の Waymo は 2018 年

12 月より米国アリゾナ州でレベル 4 の自動運転タクシーを提供開始した。日本国内でも、自

動運転とライドシェア・サービスについての実証実験が進み、期待感は高まってきている。自

動車関連や IT に関する研究蓄積の果実を、近い将来において、農村地域の交通弱者対策

や利便性向上へ積極的に利活用する視点が重要である（吉田・板岡, 2019）。 

 

６．おわりに 

SDGs や ESG という視点が強まることにより、多様な社会的課題が解決される兆候が見え

てきている。それはポスト SDGsの 2030年以降さらに加速化することが予測される。急速な技

術革新とその効率的かつ効果的な普及には、政府の規制緩和に加えて、イノベーションの果

実を受け入れるための消費者のマインドセットや企業活動の方向性の変化が必要である。 

農村における少子高齢化とインフラの老朽化、様々な面での生活の利便性低下は、現状

のままのでは回避しがたいかもしれない。しかしながら、近未来の社会経済システムの変革は、

高度なテクノロジーを安価かつ汎用的に日常生活で利活用し、衡平かつ豊かな社会を実現

させる潜在力を有している。農業生産活動だけではなく、農村で生活する人々の暮らしに直

結する諸課題の解決に、イノベーションの果実を幅広く利活用し、硬直的になりがちな社会

経済システム全体を、柔軟かつ未来志向に変えていくことが重要な課題である。 
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